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 「にいがた農業応援ファンド」の取組み

　ＪＡグループ新潟では「農業者の所得増大」「農業生産の拡大」「地域の活性化」を基本目標とするＪＡ自己改
革を不断の取組みとしていくため、令和４年度から令和６年度の３年間における農業者への支援パッケージとし
て、「にいがた農業応援プログラム」を展開しています。
　中でも、柱となる事業の一つである「にいがた農業応援ファンド」につきまして、令和５年度は、「新潟県園
芸振興基本戦略」の取組みを新潟県および関係機関と一体となって一層推進していくため、「１億円園芸産地チャ
レンジ事業」の助成枠を拡充しました。また、スマート農業等の導入による労働生産性の向上およびカーボン
ニュートラル等の環境負荷軽減に繋がる取組みに対し助成を行う「農業イノベーション応援事業」を新設しまし
た。引き続き実施する「園芸生産拡大支援事業」および「新規・親元就農応援事業」と合わせ、農業者の取組み
を支援しました。
　農業者の皆さまより多数の申請をいただき、審査・抽選の結果、４事業合計で283件・82,488千円の助成を採
択いたしました。
　令和６年度は、事業効果をより発揮できるように「農業イノベーション応援事業」の助成枠を拡充し、引き続
き農業者の取組みを後押しする、より踏み込んだ支援に努めてまいります。

にいがた農業応援ファンド取組実績（令和５年度）�（単位：件、千円）
事業名 採択件数 採択金額

１億円園芸産地チャレンジ 130 39,952

園芸生産拡大支援（担い手向け） 59 12,958

園芸生産拡大支援（産 地 向 け） 1 2,500

農 業 イ ノ ベ ー シ ョ ン 応 援 31 14,678

新 規 ・ 親 元 就 農 応 援 62 12,400

合 計 283 82,488
にいがた農業応援ファンドを活用して導入した農機具

令和６年度のプログラム実施内容

　直面する課題の克服にチャレンジする
担い手のあと一歩を応援し、「農業者の所
得増大」、「農業生産の拡大」、「地域の活
性化」の実現に寄与することを目的とした
ファンドを展開する。

（１）内容
　課題克服にチャレンジする担い手に、必
要な資金の一部を助成する。

（２）助成額
　90百万円

（３）助成対象事業
　①１億円園芸産地チャレンジ
　②園芸生産拡大支援
　③農業イノベーション応援
　④新規・親元就農応援

１．「にいがた農業応援ファンド」の展開 2.担い手向け金融支援策の提供

（１）「担い手支援資金」（愛称：アグリＶ）
の継続

　借入当初３年間において利子補給・保

証料助成により実質金利負担が最大年

1.57％軽減となるアグリＶの取扱いを継

続する。

（２）保証料助成の継続
　農業近代化資金にかかる県農業信用基

金協会保証料の助成を継続する。

３．プログラムの推進・支援体制の構築

（１）「担い手サポートセンター」との連携
　中央会・連合会による事業横断的な部署

である担い手サポートセンターと連携し、

担い手の多様なニーズへの総合的な対応

に努める。

（２）専門家等の活用による相談支援機
能の強化

 担い手サポートセンターは、農業の現場

に精通した専門家の活用により、担い手の

相談支援に必要な体制を確保する。
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 対処すべき課題

　令和６年度は、第18次中期経営計画の最終年度となります。ＪＡにおいては、“農業・地域・くらしに貢献し、
組合員・利用者を支え続けるＪＡバンク” の実現のため、ＪＡバンク新潟中期戦略に基づき、農業専門・地域金
融機関としての機能発揮とその土台となる持続可能な収益構造の構築、業務効率化の徹底による人材創出、事業
運営態勢強化、内部管理態勢構築等の実践事項を完遂させていく重要な年度となります。
　また、当会におきましても、経営理念に掲げる「新潟県農業の振興および農家経済の安定・向上、地域社会
の発展」を実現していくとともに、環境・社会課題への責任を果たしていくため、令和３年度に策定した「長
期ビジョン」や「ＪＡバンク新潟県信連�SDGs宣言」を踏まえつつ、第18次中期経営計画の完遂に向けて取り組
みます。

地域農業・経済への貢献
　ＪＡと一体となって、農業者の経営安定、所得増大、経営課題解決に向けた的確な提案を実践するとともに、
食農関連企業をはじめとする地元企業等への適切な資金供給や、多角的なコンサルティング・サービスを展開す
ることにより、地域農業・経済の更なる発展に貢献していきます。

ＪＡ事業変革の一体的実践
　総合事業の強みを発揮し、一層必要とされる地域金融機関を目指して、組合員・利用者目線での商品・サービ
スの提供や業務の合理化・効率化などの事業変革を、ＪＡと一体となって実践することにより、ＪＡの持続可能
な収益構造・事業運営体制の構築に取り組みます。

持続可能な経営基盤の確立・強化
　安定した利益還元に向け、有価証券運用の拡充により収益力を強化するとともに、ＡＬＭ運営やリスク管理な
どの経営管理機能を高度化し、健全性を維持していきます。
　また、より強靭な組織を目指し、業務効率化や人材マネジメント、ＥＳＧ経営に取り組むことにより、長期ビ
ジョンを達成できる持続可能な経営基盤を確立・強化していきます。




